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人口減少問題に、大胆かつ集中的な少子
化対策を打ち出し、若い世代に魅力のあ

る街とすることが重要ですが、今回のアクショ
ンプラン2023で掲げた取り組みを通じて、どの
ように対応しようと考えていますか。

アクションプラン2023は、若い世代が将来
に希望を持つことのできる街を目指し、子育

て世帯の経済的負担の軽減のほか、企業誘致などを
通じた質の高い雇用の創出や、キャリア教育や出会
いの場の支援といった若い世代へのアプローチにも
配慮し策定しています。また、人口減少の緩和に資
する施策を分野横断プロジェクトに位置付けるとと
もに、その成果を検証し、常に改善を図りながら、相
乗効果を発揮できるよう進めたいと考えています。

第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク
ションプラン2023で掲げた人口減少対策

Q

新型コロナウイルス感染症の拡大期におけ
る市民対応や職員配置は、これまでの想定

を超えたものであり、やむを得なかったものの、
この経験を将来に生かすためにも、本市の対応の
総括検証を行い、感染症に強いまちづくりの礎と
すべきだと考えますが、いかがですか。

新型コロナウイルス感染症対応に
関する総括検証

Q

A

A

公約に掲げる総合的な人材確保対策は、
まさに喫緊の課題と認識しており、人手

不足解消に向け、これまでも、高齢者、女性へ
の就職支援や、資格取得支援といった施策に取
り組んできました。また、分野間での需給のア
ンマッチの解消や労働力人口の確保といった課
題に、庁内横断的に対応を検討するプロジェク
トを立ち上げ、議論を開始しています。今後も、
円滑なまちづくり推進のため、人手不足の解消
に向けて最大限の効果が発揮できるよう、ス
ピード感を持って検討を進めます。

A

まちづくりの推進に向けた総合的な
人材確保対策

新型コロナウイルス感染症は、市民生活や
社会経済活動などへの影響が大きかったこ

とから、多角的な視点で検証を行い、今後に備え
ることが重要と考えています。そのため、本市の
対応に関する市民アンケートを実施したほか、今
後、医療提供体制や経済分野などについて、専門
家会議を開催して議論いただきます。最終的には、
年内に検証結果の取りまとめを行い、感染症予防
計画の策定などに活用していくことで、新たな危
機に直面した場合でも、迅速かつ的確な対応がで
きるよう備えを進めます。

A

物価高騰の早期収束はいまだ見通せない
ことから、物価やエネルギー価格の上昇

による市民生活への影響の分析を進めるととも
に、国で現在議論されている経済対策の動向を
注視し、国や北海道と緊密に連携しながら、適
切な役割分担のもとで迅速に具体策を講じられ
るよう、引き続き検討します。

A

7人の議員が、市政について市長に
質問しました。
録画映像はこちらからご覧いただけます。
なお、録画映像は本定例会終了後から
２年間の公開となっております。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

三神　英彦  議員
み かみ ひで ひこ

北海道と本市は、国内随一の再生可能エネ
ルギーのポテンシャルを活用し、ＧＸ（注２）

産業の一大集積地、アジア・世界の金融センター
とするべく、本年８月23日に政府に「北海道札
幌ＧＸ・金融特区」設立の支援などを要望しまし
た。特区指定に向け、しっかりとした構想と強い
決意を持って取り組んでいくべきと考えますが、
今後どのように進めていきますか。

Q
GX投資の加速化に向けた特区制度の活用

人手不足の問題は、コロナ禍で制限され
ていた経済活動の再開に伴い拡大してき

ており、この問題が本市でも、計画的に進めよ
うとしているまちづくり全体に影響を与えかね
ないのではないかという強い危機感を持ってい
ます。まちづくりの推進に当たり、市長の公約
に掲げる総合的な人材確保対策は喫緊の課題と
考えますが、どのように取り組みますか。

Q

世界的な物価高騰が続いていますが、本
定例会に上程された補正予算案には、物

価高騰対策が講じられておりません。市民生活
が厳しさを増している中、国や北海道と連携を
図ることはもとより、昨年発足した「札幌市物
価高騰等総合対策推進本部会議」を十分に機能
させ、迅速に対応することが求められています
が、今後の物価高騰対策の考え方を伺います。

Q
市民生活を守る物価高騰対策

給食費の公費負担拡大は、子育て支援策
の一つとして検討してきましたが、今夏

の歴史的な猛暑を踏まえ、学校施設への冷房設
備の整備を優先する必要があると判断しました。
給食費は、物価高騰を考慮し、全ての子育て世
帯に行き渡る支援策として、公費による負担軽
減を継続し、子どもたちが安心して学べる環境
の維持に努めたいと考えています。また、給食
費の無償化は、国の動向や本市の財政状況を踏
まえ、引き続き検討を進めたいと考えています。

A

市長は公約で、学校給食費への公費負担
拡大を掲げましたが、コロナ禍や物価高

騰の影響を受けた子育て世帯の支援を行っていく
ことはもとより、本市の未来を担う若い世代へ、
財政負担の先送りをすることなく恒久的な無償化
支援を検討すべきだと考えます。学校給食の公費
負担を、今後どのように進めていきますか。

Q
学校給食への公費負担拡大

児童相談所の児童虐待相談対応件数は近
年高い水準が続いており、子どもたちの

命や権利を守るためにも、児童相談所の専門性強
化、人員増強は不可欠です。2025年度に予定し
ている第二児童相談所の開設に当たり、職員の 

Q
児童相談所の専門性強化の取り組み

本年度はヒグマの出没件数がとても多
かったにもかかわらず、人身被害はあり

ませんでしたが、ヒグマの個体数が増加してい
るのは明らかです。市街地周辺に頻繁に出没し
ている状況を踏まえると、個体数管理により、
出没情報そのものを減らすことで市民へ安心感
を与えてほしいと思いますが、今後のヒグマ対
策をどのように進めていきますか。

Q
ヒグマ対策

A 問題行動をとるヒグマには、捕獲を含
めて迅速かつ適切に対応していくこと

が重要と考えています。一方でヒグマの個体

きっ   きん

（注２）GX
グリーントランスフォーメーションの略称で、化石燃料に頼らず、太陽光や水素など自然環境に負荷の少ないエネルギーの活用を進めることで二酸化炭素の排出量を減らすとともに、そうした活動を
経済成長の機会とするために社会経済システム全体を変革していく取り組みのこと。

ＧＸ産業の供給網構築と、ＧＸ投資を支
える金融機能の強化集積を加速させるた

めには、大胆な規制緩和や税制優遇措置などが

必要と考えています。現在、北海道の特性を
踏まえた規制緩和などの検討を進めています
が、国家プロジェクトとしてＧＸが進められ
ている状況を契機と捉え、ＧＸと金融を掛け
合わせた新しい取り組みを北海道と連携して
発信するなど、国とのネットワークも活用し
ながら、スピード感を持って進めていきます。

数を正確に把握するには、広域的なヒグマの
行動範囲を考慮して、市街地から離れた山林
でも調査する必要があるため、現在、自動撮
影カメラの設置場所など、具体的な手法を北
海道や有識者と協議しています。今後は、こ
うした調査結果を踏まえ、実情に即した、よ
り効果的な対策を北海道と連携して実施して
いきます。 

民主市民連合

かんの　太一  議員
た いち
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人口減少問題に、大胆かつ集中的な少子
化対策を打ち出し、若い世代に魅力のあ

る街とすることが重要ですが、今回のアクショ
ンプラン2023で掲げた取り組みを通じて、どの
ように対応しようと考えていますか。

アクションプラン2023は、若い世代が将来
に希望を持つことのできる街を目指し、子育

て世帯の経済的負担の軽減のほか、企業誘致などを
通じた質の高い雇用の創出や、キャリア教育や出会
いの場の支援といった若い世代へのアプローチにも
配慮し策定しています。また、人口減少の緩和に資
する施策を分野横断プロジェクトに位置付けるとと
もに、その成果を検証し、常に改善を図りながら、相
乗効果を発揮できるよう進めたいと考えています。

第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク
ションプラン2023で掲げた人口減少対策

Q

新型コロナウイルス感染症の拡大期におけ
る市民対応や職員配置は、これまでの想定

を超えたものであり、やむを得なかったものの、
この経験を将来に生かすためにも、本市の対応の
総括検証を行い、感染症に強いまちづくりの礎と
すべきだと考えますが、いかがですか。

新型コロナウイルス感染症対応に
関する総括検証

Q

A

A

公約に掲げる総合的な人材確保対策は、
まさに喫緊の課題と認識しており、人手

不足解消に向け、これまでも、高齢者、女性へ
の就職支援や、資格取得支援といった施策に取
り組んできました。また、分野間での需給のア
ンマッチの解消や労働力人口の確保といった課
題に、庁内横断的に対応を検討するプロジェク
トを立ち上げ、議論を開始しています。今後も、
円滑なまちづくり推進のため、人手不足の解消
に向けて最大限の効果が発揮できるよう、ス
ピード感を持って検討を進めます。

A

まちづくりの推進に向けた総合的な
人材確保対策

新型コロナウイルス感染症は、市民生活や
社会経済活動などへの影響が大きかったこ

とから、多角的な視点で検証を行い、今後に備え
ることが重要と考えています。そのため、本市の
対応に関する市民アンケートを実施したほか、今
後、医療提供体制や経済分野などについて、専門
家会議を開催して議論いただきます。最終的には、
年内に検証結果の取りまとめを行い、感染症予防
計画の策定などに活用していくことで、新たな危
機に直面した場合でも、迅速かつ的確な対応がで
きるよう備えを進めます。

A

物価高騰の早期収束はいまだ見通せない
ことから、物価やエネルギー価格の上昇

による市民生活への影響の分析を進めるととも
に、国で現在議論されている経済対策の動向を
注視し、国や北海道と緊密に連携しながら、適
切な役割分担のもとで迅速に具体策を講じられ
るよう、引き続き検討します。

A

7人の議員が、市政について市長に
質問しました。
録画映像はこちらからご覧いただけます。
なお、録画映像は本定例会終了後から
２年間の公開となっております。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

三神　英彦  議員
み かみ ひで ひこ

北海道と本市は、国内随一の再生可能エネ
ルギーのポテンシャルを活用し、ＧＸ（注２）

産業の一大集積地、アジア・世界の金融センター
とするべく、本年８月23日に政府に「北海道札
幌ＧＸ・金融特区」設立の支援などを要望しまし
た。特区指定に向け、しっかりとした構想と強い
決意を持って取り組んでいくべきと考えますが、
今後どのように進めていきますか。

Q
GX投資の加速化に向けた特区制度の活用

人手不足の問題は、コロナ禍で制限され
ていた経済活動の再開に伴い拡大してき

ており、この問題が本市でも、計画的に進めよ
うとしているまちづくり全体に影響を与えかね
ないのではないかという強い危機感を持ってい
ます。まちづくりの推進に当たり、市長の公約
に掲げる総合的な人材確保対策は喫緊の課題と
考えますが、どのように取り組みますか。

Q

世界的な物価高騰が続いていますが、本
定例会に上程された補正予算案には、物

価高騰対策が講じられておりません。市民生活
が厳しさを増している中、国や北海道と連携を
図ることはもとより、昨年発足した「札幌市物
価高騰等総合対策推進本部会議」を十分に機能
させ、迅速に対応することが求められています
が、今後の物価高騰対策の考え方を伺います。

Q
市民生活を守る物価高騰対策

給食費の公費負担拡大は、子育て支援策
の一つとして検討してきましたが、今夏

の歴史的な猛暑を踏まえ、学校施設への冷房設
備の整備を優先する必要があると判断しました。
給食費は、物価高騰を考慮し、全ての子育て世
帯に行き渡る支援策として、公費による負担軽
減を継続し、子どもたちが安心して学べる環境
の維持に努めたいと考えています。また、給食
費の無償化は、国の動向や本市の財政状況を踏
まえ、引き続き検討を進めたいと考えています。

A

市長は公約で、学校給食費への公費負担
拡大を掲げましたが、コロナ禍や物価高

騰の影響を受けた子育て世帯の支援を行っていく
ことはもとより、本市の未来を担う若い世代へ、
財政負担の先送りをすることなく恒久的な無償化
支援を検討すべきだと考えます。学校給食の公費
負担を、今後どのように進めていきますか。

Q
学校給食への公費負担拡大

児童相談所の児童虐待相談対応件数は近
年高い水準が続いており、子どもたちの

命や権利を守るためにも、児童相談所の専門性強
化、人員増強は不可欠です。2025年度に予定し
ている第二児童相談所の開設に当たり、職員の 

Q
児童相談所の専門性強化の取り組み

本年度はヒグマの出没件数がとても多
かったにもかかわらず、人身被害はあり

ませんでしたが、ヒグマの個体数が増加してい
るのは明らかです。市街地周辺に頻繁に出没し
ている状況を踏まえると、個体数管理により、
出没情報そのものを減らすことで市民へ安心感
を与えてほしいと思いますが、今後のヒグマ対
策をどのように進めていきますか。

Q
ヒグマ対策

A 問題行動をとるヒグマには、捕獲を含
めて迅速かつ適切に対応していくこと

が重要と考えています。一方でヒグマの個体

きっ   きん

（注２）GX
グリーントランスフォーメーションの略称で、化石燃料に頼らず、太陽光や水素など自然環境に負荷の少ないエネルギーの活用を進めることで二酸化炭素の排出量を減らすとともに、そうした活動を
経済成長の機会とするために社会経済システム全体を変革していく取り組みのこと。

ＧＸ産業の供給網構築と、ＧＸ投資を支
える金融機能の強化集積を加速させるた

めには、大胆な規制緩和や税制優遇措置などが

必要と考えています。現在、北海道の特性を
踏まえた規制緩和などの検討を進めています
が、国家プロジェクトとしてＧＸが進められ
ている状況を契機と捉え、ＧＸと金融を掛け
合わせた新しい取り組みを北海道と連携して
発信するなど、国とのネットワークも活用し
ながら、スピード感を持って進めていきます。

数を正確に把握するには、広域的なヒグマの
行動範囲を考慮して、市街地から離れた山林
でも調査する必要があるため、現在、自動撮
影カメラの設置場所など、具体的な手法を北
海道や有識者と協議しています。今後は、こ
うした調査結果を踏まえ、実情に即した、よ
り効果的な対策を北海道と連携して実施して
いきます。 

民主市民連合

かんの　太一  議員
た いち
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Q ＩＯＣが開催地を決定する来年７月のパ
リ五輪開催前に、市民の意向確認を実施

する必要があると考えます。市長は公約で「市
民の意向を確認した上で招致を目指す」として
いますが、いつ、どのような形で意向確認を実
施する考えですか。

2030年冬季オリンピック・パラリンピック
招致決定前の市民の意向確認

ＩＯＣが開催地を決定する前に、改めて
民意の確認を行う考えです。現在、市民

対話事業に取り組んでいますが、大会運営見直
し案の検討と併せ、一層の市民理解の促進に努
めた上で民意の確認を行いたいと考えており、
手法は、市民の意向の的確な把握や市民参加の
在り方などの観点から、引き続き検討を進めて
いきたいと考えています。

A

適正配置や人材育成の重要性が一層高まっている
と考えますが、今後どのように取り組みますか。

子ども虐待対応に従事する職員の育成は、
昨年度策定した「人材育成ビジョン」を

柱に多職種合同研修を実施するなど、協働の組織
文化の醸成や専門性の強化に取り組んでいます。
また、来年度に国で新設されるこども家庭福祉の
認定資格は、児童福祉分野の幅広い知識と相談
支援能力の獲得につながることから、計画的な
資格取得を進めていく考えです。こうした中長期
的な人材育成を着実に進めることで、的確かつ
迅速な相談支援体制を構築したいと考えています。

A

燃油の高騰は、現時点で収束を見通す
ことができず、長期化することは確実

です。燃油は厳しい冬を越すための命綱であ
り、高くて購入できないということはあって
はなりません。本市は昨年、住民税非課税世
帯などに、国の「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金」に、１万円を上乗せして
給付しましたが、具体的にどのような効果があ
ったのか伺います。併せて、灯油が生活必需品
であるとの認識をお持ちなのか、また、市独自
の支援策を実施する必要があると考えますが、
いかがですか。

Q
燃油価格対策

災害時に自ら避難することが困難な避難行
動要支援者は、市町村で名簿の作成が義務

付けられており、また、具体的な避難方法などを
事前に決めておく個別避難計画の作成に努めるこ
ととされています。今後、避難行動要支援者の災
害時の避難支援にどのように取り組みますか。

Q
避難行動要支援者の災害時の避難支援

認知症の方への支援はもとより、介護
負担の大きい家族介護者への支援も強化

するべきだと考えます。国の施策である、本人

Q
認知症の方と家族への支援強化

昨年実施した「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金」は、使途を限定

しない現金給付として行ったことから、燃油
価格高騰の影響など、さまざまな困難に直面
されている方々への幅広い生活支援につながった
と考えています。また、冬季の札幌では、灯油
価格の高騰が市民生活に大きな影響を及ぼす
ことは十分に認識しており、国が実施している
燃油価格の抑制策の実施状況や効果も注視しな
がら、引き続き必要な対策を講じるよう、国に
要請したいと考えています。

A

地域における主体的な避難支援の取り組
みの促進に向け、出前講座やリーフレッ

トの配布などを通じて、避難行動要支援者名簿
の活用を町内会など地域団体へ呼びかけていま
す。加えて、災害発生時のリスクの特に高い方
は、行政が主体となった個別避難計画の作成に
試行的に取り組んでおり、その結果を踏まえ、
日頃から要支援者を担当する福祉専門職などと
の連携を図っていきたいと考えています。

A

学校教育を取り巻く環境は変化し、教育
課題は多様化しています。本市が目指す

教育をさらに進めていく上で、教員の資質
向上は不可欠であり、学校の実情を踏まえ、
学びやすい研修環境に配慮しつつ、時代の
ニーズに応じた専門性も育むことができる
よう、一層の研修の充実を図ることが必要と
考えますが、今後どのように教員の資質向上
を図っていきますか。

Q
教員の資質向上

本市は、教員育成指標に基づき、初任者研
修や管理職研修などの経験年数や職能に応

じたきめ細かな研修を体系的に実施し、教員の専
門性向上を図ってきました。しかし、子どもを取
り巻く現在の課題は、ますます多様化しているこ
とから、教員が日々の授業を通して、子ども一人
一人の良さや可能性を引き出す実践的な指導力を
常に磨き続けていくことが重要であると認識して
います。そのため、教員一人一人が、自身の研修
の履歴を振り返り、自らの強みや課題を明らかに
した上で、主体的に研修を選択し、切れ目なく学
び続けていくことができる研修体制を整備してい
きたいと考えています。

A

来年度まず５区で、新たに「チームオレ
ンジ」の取り組みを開始する予定です。

この取り組みを通じて、地域ボランティアの活
躍の場を広げ、認知症の方の社会参加の促進や
相談体制の充実を図ることで、共生社会の実現
を目指したいと考えています。

A

公明党

森山　由美子  議員
もり やま ゆ み こ

大通及びその周辺では、道内全体の業
務機能の集積地として、経済活動を支え

る高度利用のニーズと、このエリアの特徴を踏
まえた良好な街並み形成との両立を図ることが
重要です。そのため、大通公園や歴史的建造物
などから建物を後退させ、居心地の良い緑化空
間を創出するとともに、隣接建物を含めた周辺
環境に応じた適切な高さやデザインに配慮し、 

A

大通及びその周辺の新たな建築物
への規制

Q 大通及びその周辺の、容積率の規制緩和
による建築物の高層化は、札幌が誇る、

豊かで広大な自然が感じられなくなり、本市最
大の魅力を失うことになると考えます。時計台
や旧札幌控訴院庁舎など、歴史や文化を象徴す
るまちの重要な資源がどこからでも見えるよう
なエリアとするため、周辺の新たな建築物を現
状より高いものにしないという方針を持つべき
だと考えますが、いかがですか。

誰もが安心・快適に利用できる学校
トイレの環境整備

Q 学校は、災害時には避難所にもなるため、
トイレは高齢者や障がいのある方々も安心

して使用できるようにすることが急務です。

日本共産党

太田　秀子  議員
おお た ひで こ

これまで、大規模改修など更新時の標準
仕様として、清掃の際に水を使用しない

床材の導入、手洗い場の蛇口の自動水栓化やセ
ンサーで点灯する照明の整備など衛生面の向上
に努めてきました。今後は、令和７年度末まで
に全学校に整備するバリアフリートイレへの温
水洗浄便座の装備やジェンダーに配慮したトイ
レの試行的な設置など、誰もが安心して快適に
利用できるようトイレの整備を進めます。

A

や家族の支援ニーズなどと地域ボランティア
らの支援者をつなぐ「チームオレンジ」の取り
組みを推進するよう求めてきましたが、共生
社会の実現に向け、地域で認知症の方と家族
を支えるための支援をどのように強化して
いきますか。

また、衛生面からも改善が望まれており、社
会環境や生活様式の変化に取り残されること
なく、誰もが安心で快適に利用できるよう整
備を進めていくことが重要ですが、今後どの
ように学校トイレの環境の向上に取り組んで
いきますか。 
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Q ＩＯＣが開催地を決定する来年７月のパ
リ五輪開催前に、市民の意向確認を実施

する必要があると考えます。市長は公約で「市
民の意向を確認した上で招致を目指す」として
いますが、いつ、どのような形で意向確認を実
施する考えですか。

2030年冬季オリンピック・パラリンピック
招致決定前の市民の意向確認

ＩＯＣが開催地を決定する前に、改めて
民意の確認を行う考えです。現在、市民

対話事業に取り組んでいますが、大会運営見直
し案の検討と併せ、一層の市民理解の促進に努
めた上で民意の確認を行いたいと考えており、
手法は、市民の意向の的確な把握や市民参加の
在り方などの観点から、引き続き検討を進めて
いきたいと考えています。

A

適正配置や人材育成の重要性が一層高まっている
と考えますが、今後どのように取り組みますか。

子ども虐待対応に従事する職員の育成は、
昨年度策定した「人材育成ビジョン」を

柱に多職種合同研修を実施するなど、協働の組織
文化の醸成や専門性の強化に取り組んでいます。
また、来年度に国で新設されるこども家庭福祉の
認定資格は、児童福祉分野の幅広い知識と相談
支援能力の獲得につながることから、計画的な
資格取得を進めていく考えです。こうした中長期
的な人材育成を着実に進めることで、的確かつ
迅速な相談支援体制を構築したいと考えています。

A

燃油の高騰は、現時点で収束を見通す
ことができず、長期化することは確実

です。燃油は厳しい冬を越すための命綱であ
り、高くて購入できないということはあって
はなりません。本市は昨年、住民税非課税世
帯などに、国の「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金」に、１万円を上乗せして
給付しましたが、具体的にどのような効果があ
ったのか伺います。併せて、灯油が生活必需品
であるとの認識をお持ちなのか、また、市独自
の支援策を実施する必要があると考えますが、
いかがですか。

Q
燃油価格対策

災害時に自ら避難することが困難な避難行
動要支援者は、市町村で名簿の作成が義務

付けられており、また、具体的な避難方法などを
事前に決めておく個別避難計画の作成に努めるこ
ととされています。今後、避難行動要支援者の災
害時の避難支援にどのように取り組みますか。

Q
避難行動要支援者の災害時の避難支援

認知症の方への支援はもとより、介護
負担の大きい家族介護者への支援も強化

するべきだと考えます。国の施策である、本人

Q
認知症の方と家族への支援強化

昨年実施した「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金」は、使途を限定

しない現金給付として行ったことから、燃油
価格高騰の影響など、さまざまな困難に直面
されている方々への幅広い生活支援につながった
と考えています。また、冬季の札幌では、灯油
価格の高騰が市民生活に大きな影響を及ぼす
ことは十分に認識しており、国が実施している
燃油価格の抑制策の実施状況や効果も注視しな
がら、引き続き必要な対策を講じるよう、国に
要請したいと考えています。

A

地域における主体的な避難支援の取り組
みの促進に向け、出前講座やリーフレッ

トの配布などを通じて、避難行動要支援者名簿
の活用を町内会など地域団体へ呼びかけていま
す。加えて、災害発生時のリスクの特に高い方
は、行政が主体となった個別避難計画の作成に
試行的に取り組んでおり、その結果を踏まえ、
日頃から要支援者を担当する福祉専門職などと
の連携を図っていきたいと考えています。

A

学校教育を取り巻く環境は変化し、教育
課題は多様化しています。本市が目指す

教育をさらに進めていく上で、教員の資質
向上は不可欠であり、学校の実情を踏まえ、
学びやすい研修環境に配慮しつつ、時代の
ニーズに応じた専門性も育むことができる
よう、一層の研修の充実を図ることが必要と
考えますが、今後どのように教員の資質向上
を図っていきますか。

Q
教員の資質向上

本市は、教員育成指標に基づき、初任者研
修や管理職研修などの経験年数や職能に応

じたきめ細かな研修を体系的に実施し、教員の専
門性向上を図ってきました。しかし、子どもを取
り巻く現在の課題は、ますます多様化しているこ
とから、教員が日々の授業を通して、子ども一人
一人の良さや可能性を引き出す実践的な指導力を
常に磨き続けていくことが重要であると認識して
います。そのため、教員一人一人が、自身の研修
の履歴を振り返り、自らの強みや課題を明らかに
した上で、主体的に研修を選択し、切れ目なく学
び続けていくことができる研修体制を整備してい
きたいと考えています。

A

来年度まず５区で、新たに「チームオレ
ンジ」の取り組みを開始する予定です。

この取り組みを通じて、地域ボランティアの活
躍の場を広げ、認知症の方の社会参加の促進や
相談体制の充実を図ることで、共生社会の実現
を目指したいと考えています。

A

公明党

森山　由美子  議員
もり やま ゆ み こ

大通及びその周辺では、道内全体の業
務機能の集積地として、経済活動を支え

る高度利用のニーズと、このエリアの特徴を踏
まえた良好な街並み形成との両立を図ることが
重要です。そのため、大通公園や歴史的建造物
などから建物を後退させ、居心地の良い緑化空
間を創出するとともに、隣接建物を含めた周辺
環境に応じた適切な高さやデザインに配慮し、 

A

大通及びその周辺の新たな建築物
への規制

Q 大通及びその周辺の、容積率の規制緩和
による建築物の高層化は、札幌が誇る、

豊かで広大な自然が感じられなくなり、本市最
大の魅力を失うことになると考えます。時計台
や旧札幌控訴院庁舎など、歴史や文化を象徴す
るまちの重要な資源がどこからでも見えるよう
なエリアとするため、周辺の新たな建築物を現
状より高いものにしないという方針を持つべき
だと考えますが、いかがですか。

誰もが安心・快適に利用できる学校
トイレの環境整備

Q 学校は、災害時には避難所にもなるため、
トイレは高齢者や障がいのある方々も安心

して使用できるようにすることが急務です。

日本共産党

太田　秀子  議員
おお た ひで こ

これまで、大規模改修など更新時の標準
仕様として、清掃の際に水を使用しない

床材の導入、手洗い場の蛇口の自動水栓化やセ
ンサーで点灯する照明の整備など衛生面の向上
に努めてきました。今後は、令和７年度末まで
に全学校に整備するバリアフリートイレへの温
水洗浄便座の装備やジェンダーに配慮したトイ
レの試行的な設置など、誰もが安心して快適に
利用できるようトイレの整備を進めます。

A

や家族の支援ニーズなどと地域ボランティア
らの支援者をつなぐ「チームオレンジ」の取り
組みを推進するよう求めてきましたが、共生
社会の実現に向け、地域で認知症の方と家族
を支えるための支援をどのように強化して
いきますか。

また、衛生面からも改善が望まれており、社
会環境や生活様式の変化に取り残されること
なく、誰もが安心で快適に利用できるよう整
備を進めていくことが重要ですが、今後どの
ように学校トイレの環境の向上に取り組んで
いきますか。 
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維新・大地

丸岡　守幸  議員
まる おか もり ゆき

自由民主党

山田　洋聡  議員
やま だ ひろ あき

アクションプラン2023に、学校給食費無
償化への道がどう盛り込まれるか関心を抱

いていましたが、市長から示されたのは、物価高
騰を踏まえた負担軽減の継続でした。学校給食費
の無償化は、大きな財政負担が伴いますが、本市
の財政は比較的健全度を保っており、今こそ、学
校給食費の無償化に段階的にでも取り組み、子ど
も医療費助成、保育料無償化との３本柱を「秋元
カラー」として鮮明に打ち出していくべきだと考
えますが、いかがですか。

Q
学校給食費の無償化

A 子育て世帯への負担軽減は、少子化対策
の観点からも非常に重要と認識していま

すが、多額の財政負担、とりわけ独自財源を伴
うため、財政運営への中長期的な影響を見極め
た上で、施策の優先順位を判断することが必要
と考えています。学校給食費の負担軽減は、国
の支援措置や本市の財政状況、さらには物価上
昇の動向などを見極めた上で、毎年度の予算編
成の中で検討していきます。

良質な開発を連鎖的に誘導することで、都心の
骨格軸としての魅力を高めたいと考えています。

一般家庭のトイレは洋式が主流ですが、
本市小中学校の場合、洋式と和式の比率

はおおむね６対４となっています。しかし、学校
全体では洋式トイレの数が十分であっても、フロ
アによっては少ないために子どもたちに不自由な
思いをさせていることもあるかと考えます。学校
全体で十分な数の洋式トイレを整備するべきとい
う意見がある反面、和式トイレも残しておくべき
という声もありますが、今後、学校のトイレ整備
をどのように進めていきますか。

学校のトイレの洋式化

Q

民主市民連合

森　基誉則  議員
もり き よ のり

ラピダス社新工場進出に伴い札幌での企
業誘致なども検討されている中、交通渋

滞が頻発する国道36号の利用がさらに増え、
市民生活はさらなる不便を被ります。さらに、
清田区は地域交流拠点として位置付けられてい
ますが、市内各地域交流拠点で、ＪＲも地下鉄
もないのは清田区だけです。札幌ドーム周辺は
高次機能交流拠点、スポーツ交流拠点となって
おり、人の流れが増えることが予想され、都心
へのアクセスは不便になるばかりです。地下鉄
東豊線の清田区への延伸の可能性と清田区のま
ちづくりについて、現状認識と今後の対応を伺
います。

地下鉄東豊線の清田区延伸

Q学校のトイレは、さまざまなご意見があ
ることは認識しており、日常生活でのト

イレの洋式化が進んでいることを踏まえ、必要
な洋式トイレを確保するため整備を進めてきま
した。今後は、学校関係者はもとより、子ども
たちの意見も聞きながら、より使いやすいトイ
レの整備を進めたいと考えています。

A

本市は、医療的ケアを必要とし、集団保
育が可能な児童を預かる「医療的ケア児

保育モデル事業」を実施していますが、利用者
ニーズに十分な対応ができていないなどの課題
があります。また、医療的ケア児の受け入れ側
では、看護師確保の問題やノウハウが十分にな
いなど不安を感じる声もあります。課題解決に
向け、各局が持つ医療的ケア児への支援のノウ
ハウを共有しつつ、安心して受け入れることの
できる環境を整備していくことが必要だと考え
ますが、今後どのように進めていきますか。

医療的ケア児への支援

Q

これまで、看護師配置などへの補助制度
の創設のほか、区保育・子育て支援セン

ター「ちあふる」でのモデル事業により、ノウハ
ウを蓄積し課題を検証しているところです。今後、
「ちあふる」での実施数や受け入れ時間を拡大す
るとともに、専門機関と連携して保育所などへの
研修や相談体制の充実を図るなど、子どもを安心
して預けられる環境づくりに努めていきます。

A

来年度からの４年間で、全市立学校などで
ルームエアコンが整備される計画ですが、

それまで緊急で導入する移動式エアコンは、ルー
ムエアコン整備後も無駄にならないよう配慮する
ことが重要と考えます。学校現場の声を取り入れ
つつ、その必要性と効果を吟味しながら進めるべ
きと考えますが、いかがですか。

移動式エアコンの必要性及び効果

Q

今後進めるルームエアコンの整備が完了
するまでの間も、今年のような猛暑とな

ることを想定し、引き続き移動式エアコンによ
る対応は必要と認識しています。また、子ども
たちは普通教室以外のさまざまな場所でも活動
することから、ルームエアコンが整備された後
にも、移動式エアコンを学校内のあらゆる空間

A

これまで、熊本での現地視察を行ったほ
か、ラピダス社や千歳市、大学など関係

機関との意見交換を通して情報収集を進めてお
り、同社社長とも現状を共有しました。さらに
今年度、設備投資や雇用、住宅、教育、インフ
ラなど幅広い視点から本市への影響や効果を測
る調査に着手し、今後取り組むべき政策の方向
案を検討しています。熊本市と札幌市では、半
導体製造拠点との位置関係や産業基盤など異な
る面はあるものの、参考にしながら地域経済の
発展につなげていく取り組みを進めたいと考え
ています。

A

地下鉄延伸は、将来需要が重要であるた
め、今後の人口の推移や人の動き、土地

利用の状況などを十分に見極めたうえで対応し
ていかなければならないと認識しています。一
方、令和４年１月に札幌ドーム周辺地域でのス
ポーツ交流拠点基本構想を取りまとめ、現在具
体的な計画を検討しています。地域交流拠点清
田の将来のまちづくりも見据えた地下鉄東豊線
延伸の可能性は、今後の札幌ドーム周辺の土地
利用状況や将来的な需要の推計などを踏まえて、
総合的な検証を行っていきます。

A ポップカルチャーを活用したまちづくり
を推進するためには、作家や漫画家、出

版社のほか、コンテンツビジネス、商品開発・販
売、イベントなどに関わる民間企業、さらに、人
材育成の観点も含めてポップカルチャーを学術的
な面から研究する大学などとの連携が不可欠と認
識しています。今年度は実証事業として、民間と
の連携を試行的に実施し、検証を進めるところで
あり、どのような事業スキームが最善であるかを
検討していきたいと考えています。

A

で活用したいと考えており、引き続き、学校と
連携して暑さ対策に努めます。

ラピダス次世代半導体工場進出を
踏まえた本市の政策

Q 千歳市へのラピダス社新工場進出の効果
を、本市の地域経済の活性化などにつなげ

ていくためには、「関連企業の誘致」「人材育成」「交
通インフラの整備」の３点が特に重要と考えます。
半導体関連企業が進出する熊本市の企業誘致先行
事例を参考にすることや、半導体関連分野の増員
や新科目設置の動きがある道内外の大学や高専と
連携し、人材の育成や確保に向けた取り組みを進
めていくことが必要です。また、工場と本市をつ
なぐ国道 36号は、交通量が増えることが予想さ

多様な主体と連携したポップカル
チャーの活用

Q 日本を代表する文化の一つとなっているマ
ンガやアニメ、ゲームをはじめとしたポッ

プカルチャーを活用したまちづくりは、市民、企
業、各種団体、行政など多様な主体が連携するこ
とで、より効果的に推進できると考えますが、今
後どのように進めていきますか。

れるとともに、同社が提唱する苫小牧市から石狩
市までを一体展開する「北海道バレー構想」の幹
線となるため、これを機とした公共交通の再整備
が重要になると考えます。これらを踏まえて政策
を描いていく必要があると考えますが、どのよう
に取り組みを進めていきますか。
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